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確定拠出年金の受給開始時期の選択肢拡
大および加入可能年齢の引上げ等に伴う
関係省令案等の意見募集開始について
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 6月25日、「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正

する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令案」

および「「確定拠出年金制度について」の一部を改正する通知案」等に関

する意見募集※1※2が開始されました。

 主な省令および通知案の内容は、以下のとおりです。

１．DCの受給開始時期の選択肢拡大に伴う措置

２．DCの加入可能年齢の引上げに伴う措置

３．DCの脱退一時金の見直しに伴う措置

４．ポータビリティの拡充（企業型DC⇒通算企業年金、
終了DB⇒iDeCoへの移換）に伴う措置

５．企業型DC加入者のiDeCo加入要件の緩和に伴う措置

６．企業型DCの運用方法の除外に関する事項

ポイント

※1 「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働
省関係省令の整備等に関する省令案」に関する意見募集について

意見募集締切日・公布日・施行期日

 意見募集締切日： 2021年7月24日

 公布日・発出日 ： 上記項目1～5は、2021年8月下旬予定

上記項目6を含む通知発出は、7月予定

 施行期日 ： 項目毎に順次施行（次頁以降参照）
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※2 「「確定拠出年金制度について」の一部を改正する通知案」等に関する意見募集について
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省令案等の概要

改正項目 省令案等の改正概要 施行日

（1）DCの受給開
始時期の選択肢
拡大に伴う措置

【退職所得控除の計算に関する情報提出】

• 退職手当等の支払いに際し、届出が必要となる対
象年齢を次のように変更

① 事業主が、企業型記録関連運営管理機関へ
通知する企業型DC加入者等の年齢範囲を
「46歳以上」から「41歳以上」に変更

② iDeCo加入者が、国民年金基金連合会に届出を
行う対象となる年齢範囲を「46歳以上」から
「41歳以上」に変更

2022年4月1日

（2）DCの加入可
能年齢の引上げ
に伴う措置

【60歳までの加入者等期間を有しない者の支給時期】

• 60歳までの通算加入者等期間を有しない者は、企
業型DC加入者となった日又は企業型DC加入者で
あった者が60歳に到達した日のいずれか遅い日か
ら起算して5年を経過した日以降に老齢給付金の
支給を請求できるものとする（iDeCo加入者等につ
いても同様の改正を実施）

【資格喪失日】

• 年齢に関する加入資格を規約に定めた場合、当該
年齢に到達することによって当該資格を喪失したと
きは、喪失に至った日を資格喪失日とする

【一定年齢未満を定める場合】
（法令解釈通知および規約承認基準の改正）
• 加入資格に「一定の年齢未満」とすることを定める
場合、「60歳未満」とすることはできないものとする

2022年5月1日

【記録関連運営管理機関の間での情報提供】

• 60歳以上で企業型DC加入者の資格を取得した場
合、企業型記録関連運営管理機関等（記録関連
業務を行う事業主を含む）は、他の企業型記録関
連運営管理機関等に対し、当該加入者が企業型
DCの老齢給付金の受給権を有するか否か等の情
報提供を求めるものとする

• 老齢給付金の支給の請求を受けた企業型記録関
連運営管理機関等は、他の企業型記録関連運営
管理機関等に対し当該請求を行った者に係る企業
型DC加入者の資格の有無に係る情報の提供を求
めることができる

20～59歳 60～64歳 65～69歳 70～75歳

企業型ＤＣ・iDeCo

企業型ＤＣ

iDeCo

受給開始時期 拡大

拡大

拡大

加入期間

加入期間
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省令案等の概要（続き）

改正項目 省令案等の改正概要 施行日

（3）DCの脱退一
時金の見直しに
伴う措置

【記録関連運営管理機関の間での情報提供】

• iDeCoの支給要件を満たしていれば、企業型DCか
らの脱退一時金の受給が可能となることに伴い、企
業型DCの脱退一時金の請求を受けた企業型記録
関連運営管理機関等は、他の企業型記録関連運
営管理機関等、個人型記録関連運営管理機関又
は国民年金基金連合会に対し、当該請求の裁定
に必要な情報提供を求める

2022年5月1日

（4）ポータビリティ
の拡充に伴う措置

【企業型DC⇒通算企業年金に伴う情報提供】

• 企業型DCから企業年金連合会（通算企業年金）
への移換を可能にすることに伴い、以下の変更を
行う

① 移換の申出は 企業型記録関連運営管理機関
等を通じて行う

② 移換の申出を受けた 企業型記録関連運営管
理機関等は、企業型DC加入者であった者に係
る氏名等を記載した書類又は磁気ディスク等を
企業年金連合会に提出する

【終了DB⇒iDeCoへの移換に伴う情報提供】

• DBの残余財産をiDeCoへ移換可能とすることに伴
い、移換の申出を受けた清算人は、終了DBの加入
者等の氏名等を記載した書類又は磁気ディスク等
を国民年金基金連合会に提出する

2022年5月1日

【ご参考】ポータビリティの拡充

【終了したDBからiDeCoへの移換が可能に】

確定給付企業

年金（DB終了）
通算企業年金

iDeCo
資産移換可能とする

【企業型DCから通算企業年金への移換が可能に】

確定給付企業
年金（退職等）

通算企業年金

iDeCo
企業型DC
（退職等）

資産移換可能とする
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省令案等の概要（続き）

改正項目 省令案等の改正概要 施行日

（5）企業型DC加
入者のiDeCo加入
要件の緩和に伴う
措置

【拠出区分の規約への記載】

（規約承認基準の改正案）

• 事業主掛金について、掛金拠出単位期間を毎月
拠出とする方法以外により拠出する場合又は拠
出限度額を超えて拠出する拠出区分期間がある
場合のいずれかに該当するときは、その旨を規約
に定めること

【記録関連運営管理機関による情報提供】

• 企業型記録関連運営管理機関等は、次の事項
を電子通信回線を通じて企業型DC加入者が閲
覧できる状態に置かなければならない

①企業型DCの事業主掛金の情報

②企業型DC加入者掛金の情報

③iDeCo加入者掛金の拠出に資する情報等

• 企業型DC運用指図者、iDeCo加入者及びiDeCo
運用指図者についても、上記に準じた改正を行う

2022年10月1日

（6）企業型DCの
運用方法の除外
に関する事項

【企業型DC運用方法にかかる除外方法の追加】

（法令解釈通知の改正案）

• 既に保有している運用方法の売却を伴わない方
法により除外することを可能とする

通知発出日

【ご参考】運用商品除外方法の追加

• 2016年改正において、商品選択者の3分の2以上の同意で運用商品の除外が可能となったが、同意取得
日までの掛金部分については現金化する必要があった（施行日前の掛金部分は、運用継続可能）

• しかし、改正法施行日に遡って現金化することは、除外を同意していない者について意図しない売却を伴い、
投資信託での時価変動や、保険商品での解約金が発生する等の課題があったため、過去分の現金化を伴
わない将来分のみを除外（「閉鎖型」）する選択肢を追加するもの

売却日

売却までに一定期間を確保しスイッチングを促す

除外理由を説明し、適正な運用指図を促す

運用継続可能

2016年改正法施行日
（2018年5月1日）

除外商品
の選定日

運用継続可能 商品除外（現金化）

3分の2の同意取得日
=上限数のカウントの対象外

（商品除外）

除外商品の

購入時期

（商品除外）今回追加

の選択肢

現状

以上


